
第７期介護保険事業計画「取組と目標」に対する自己評価シート

区分 現状と課題 第７期における具体的な取組
目標

（事業内容、指標等）
実施内容 自己評価 課題と対応策

①自立支援・介
護予防・重度化

防止

高齢者が安心して暮らせる環境の
整備が必要。生活支援サービスに
係る意向調査 の実施でニーズを
把握し必要なサービスを提供して
いく。

新たな生活支援サービスの提
供

モデル地区を選定し、地区のニーズにあった
生活支援サービス事業の創設を検討する。
　　　　　　　 H29      H30　　　H31（Ｒ1）　　R２
　　　　　　　　０　　　１事業　　１事業　　２事業

前年度買い物支援ニーズ実態調査を実施し、ま
かど地区を選定し、移動販売の開始につながっ
た。配食サービスの事業者情報の作成を実施し
た。

△ 　買い物支援ニーズ実態調査の結果から、マッチングした結
果、町内にあるコンビニの移動販売車の開始につながった。
　また、配食サービスに関するマッチングも実施し、お弁当配
達の情報をチラシ作成し、民生委員やケアマネに情報提供し
た。
　移動販売車に関して、スタッフ不足により年度末には廃止さ
れたため、今後再開に向けて支援が必要。

①自立支援・介
護予防・重度化

防止

 当町は、軽度認定率が全国より
低い割合。介護認定のいらない元
気な高齢者の割合が多いと考えら
れる。一方重度化するまで介護保
険を申請しない住民が多いのでは
ないかと考えた。 元気な高齢者
が元気でいるための早期の介護予
防・重度化防止に取り組むことと
制度の周知が課題

住民主体の介護予防活動の
支援と介護保険制度の周知

住民主体の通いの場の開催・「みんなのステー
ション」の開催
住み慣れた地区での通いの場の提供・開催に
より住民同志のふれあいや見守りにもつなが
る。軽い体操や脳トレ、口腔ケア体操を取り入
れ、重度化防止につなげる。
 　　　　　　　 H29       H30　　　H31（Ｒ1）　R２
地区数   　２地区    　４地区　　４地区　５地区

住民同志が積極的に交流できる居場所づくりとし
て、自治会単位での通いの場の提供。軽い体操
や口腔ケア体操、レクリエーション、お茶会、ゲー
ムなどの実施。介護制度や認知症・成年後見制
度に関する研修会なども実施。
　軽スポーツ用具の購入を機会に、高齢者だけ
でなく、地区の小学生も巻き込んで軽スポーツ大
会の実施により高齢者と子供たちとの交流が実
現できた。
 　　　　　　　　 H29  　     H30　　　　Ｒ1
地区数    　 　２地区    　４地区　　４地区
参加人数　　　４２人　　　　８５人　　１０３名
　　うち男　　　　３人　　　　１１人　　　２０名
　　うち女　　　３９人　　　　７４人　　　８３名

◎ 　男性の参加率はまだまだ低いが、年々男性の参加も増加
しているので、引き続き取り組んでいく。
　参加地区（参加自治会）が増えるよう周知し、継続的に取り
組んでいく。住民主体での自主運営ができるよう支援しなが
ら、世話役等の人材育成を、今後も続けていく。

①自立支援・介
護予防・重度化

防止

 要介護認定者を除く一般高齢者
の４割が「認知機能の低下」者と
「うつ傾向」。認知症を発症する
方の増加に伴い、認知症への正し
い理解と正しい対応の周知が課題

認知症初期集中支援チーム
の整備

認知症初期集中支援チームを立ち上げ、認知
症の予防、早期発見、早期対応、医療と介護
の連携体制の整備を強化する。
　　　　　　　 H29       H30　　　H31（Ｒ1）　R２
チーム数　　　０　　　１カ所　　１カ所　　　１カ所

認知症初期集中支援チームを月1回開催し、ｻ
ﾎﾟｰﾄ医からの専門的な助言やかかりつけ医との
連携を構築し支援対象者へ必要な支援（医療、
介護等）につなげる。
　　　　　　　　　　 H29       H30　　　Ｒ１
支援対象件数　　０　　　　　５件　　　４件

◎ 　認知症の方やその家族に早期に関わり、早期診断、早期
対応の支援をしていく。
　「何らかのサポートが必要な方を医療・介護・福祉のサイク
ルに乗せていく」という初期集中支援チームの活動を地域に
出向いてのPR活動などにより住民に周知を引き続き行う。
　認知症に関する健康教育「出前講座」の実施で、認知症の
理解を深めていく。

①自立支援・介
護予防・重度化

防止

　要介護認定者を除く一般高齢者
の４割が「認知機能の低下」者と
「うつ傾向」。認知症を発症する
方の増加に伴い、認知症への正し
い理解と正しい対応の周知が課題

認知症サポーター養成講座の
開催

・認知症サポーター養成講座を、町内各小学
校等で実施
　　　　　　　 H29       H30　　H31（Ｒ1）　R２
ｻﾎﾟｰﾀｰ数　３００人　４００人　４５０人　５００人

認知症サポーター養成講座を町内３小学校・中
学校・２高等学校で実施。演習を交えてわかりや
すく開催し、認知症への正しい理解とやさしく接
すること、温かく見守る応援者の育成として実
施。
　　　　　　　　　 H29       H30　　　　Ｒ１
ｻﾎﾟｰﾀｰ数　　３１４人　　４１７人　　７２４人

○ 　認知症サポーター養成講座を学校の他企業団体、福祉施
設等へも広げていくことができている。今後もコンスタントに
実施していく。引き続き、養成講座を終了したサポーターを活
用した取組を進めていかなければならない。

②給付適正化

数年かけて全事業所へのケアプラ
ン点検が終了。全ての事業所へ毎
年実施することは難しい。

ケアプラン点検の実施 個々の受給者が真に必要なサービスの確保を
目的として実施。
　　　　　　　 H29     H30　　H31（Ｒ1）　　R２
点検件数　１１件　１０件　　１０件　　　１０件

介護支援専門員が作成したケアプランの記載内
容について書面での点検、面接による点検の実
施。
　　　　　　　　 H29       H30　　Ｒ1
点検件数　　１１件　　　８件　　６件

○ 　ケアプラン点検の継続により、介護支援専門員のケアプラ
ン作成の意識も向上しており、今後も継続的に実施すること
で適正化につなげる。
　点検内容・指導内容については、集団指導を通して資料配
布するなど各事業所へ情報提供していく必要がある。

②給付適正化

住宅改修の点検、福祉用具購入・
貸与の調査を、継続して取り組
む。審査の際、専門職が点検を行
うなどの仕組みを設けていく。

住宅改修の施行前・施行後の
全件実地点検の実施

受給者の状態にそぐわない不適切、不要な住
宅改修を排除することを目的として実施。
　　　　　　　 H29     H30　　H31（Ｒ1）　　R２
点検件数 　４０件　４０件　　４０件　　　４０件

福祉住環境コーディネーター2級資格を有する職
員が、申請のあった住宅改修を審査・実施前・実
施後の訪問も行い全件点検することができた。
　　　　　　　　 H29       H30　　　Ｒ1
点検件数　　３０件　　　２２件　　４０件

◎ 専門職の資格を持った職員が、人事異動等により担当でなく
なるなどの際の対応等も視野に入れる必要がある。全件訪
問対応はできないが書類の審査に介入してもらうなど、柔軟
に取り組んでいく。

第７期介護保険事業計画に記載の内容 Ｒ1年度（年度末実績）

行は必要に応じて適宜追加してください
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